
千葉県環境研究センター
基本構想（概要）



千葉県環境研究センターの概要

（１）設置目的

環境研究センターは、環境の保全、公害の防止及び廃棄物の処理の
ための調査研究、情報の収集及び提供、並びに啓発に関する業務を行
うことを目的として設置

（２）所在地

①市原地区

（アクセス：JR内房線五井駅から約2.5km[徒歩30分]）

②稲毛地区

（アクセス：JR京葉線稲毛海岸駅から約700m[徒歩約9分]）

（３）職員数

41名(R5.4.1現在：市原地区25名、稲毛地区16名)
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千葉県環境研究センターの沿革

令和５年４月現在



人員体制及び施設の築年数等

※ Is値が0.6未満の場合、耐震性能が低く、補強の必要性があると評価される。



千葉県環境研究センターのこれまでの実績

① 大気汚染状況の常時監視や高濃度原因の分析、地盤沈下の原因解明等を実施。

② 環境基準設定以前にダイオキシン類やPFOA等の化学物質の調査を実施。

③ 大気中の揮発性有機化合物（VOC）の自動連続測定手法を確立。

④ 印旛沼をモデルとし、窒素汚染等の調査、排出源単位の検討やシミュレー
ションモデルの精度を向上。

⑤ 福島第一原子力発電所の事故において、除染前後の空間放射線量、堆積物・
土壌中の放射性物質濃度を測定。除染の効果や手法を取りまとめた。

⑥ 液状化－流動化現象に対して、地震動と地下水位の関係について分析を行い、
発生メカニズムを解明。

⑦ 館山市海岸等に軽石が漂着した際、火山ガラスの屈折率測定等による簡易定
量分析を行い、発生由来を特定。



環境問題を取り巻く現状
１ 気候変動

２ 廃棄物

３ 大気環境

４ 水環境

区分 2017 2018 2019 2020 2021
二酸化硫黄 100 100 100 100 100
二酸化窒素 100 100 100 100 100
一酸化炭素 100 100 100 100 100
光化学オキシダント 0 0 0 0 0
浮遊粒子状物質 100 100 100 100 100
微小粒子状物質（PM2.5） 95.3 100 100 100 100
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環境問題を取り巻く現状
５ 土壌環境・地盤環境

６ 騒音・振動・悪臭

７ 環境学習・環境保全活動

８ 災害時等における環境問題

一部地域で地盤
沈下継続

苦情件数は
近年高止まり

行動計画に
基づき推進

令和元年台風では
大量の災害廃棄物

が発生



環境研究センターのあり方及び今後の方向性

「千葉県県有建物長寿命化計画」への
位置付け

施設・設備の老朽化等

令和5～9年度に事業着手を目指す。

施設や組織のあり方・方向性を検討

した上で、集約化を検討する。

施設の老朽化や一部庁舎の耐震不足

付帯設備（排水・排ガス処理施設等）

の老朽化による維持管理費の増大、

配管からの漏洩による分析機器破損

の危険性

庁舎の分散による付帯設備の重複配

置で、維持管理や更新に係る負担が

増大

１ 施設・設備の老朽化と県有建物に関する計画での位置付け



２ 環境研究センターに求められる役割の変化と今後果たすべき機能
（その１）

今後、果たすべき機能環境研究センターに求められる役割

環境分野における調査研究の専門

機関として、行政課題の解決を図る

ため、分野横断的な体制のもと、技術

面から県・市町村の環境行政を一層

支援する。

〇 環境問題が複雑化・多様化する中、

（１）大気・水質等の分野ごとに対応する

従来の体制から、気候変動など分野

横断的な課題にも対応しやすい体制と

それを可能にする施設に転換し、環境

行政が直面する課題の解決に直結す

る効果を一層発揮できる「調査研究」

や「技術支援」が求められている。



今後、果たすべき機能環境研究センターに求められる役割

気候変動による影響等の地球規模の

問題から、廃棄物の不法投棄や騒音等

の身近な環境問題まで、様々な環境

情報を一元化し、分かりやすく情報発信

することで、県民の主体的な環境保全

活動を支援する。

〇 環境問題が複雑化・多様化する中、

（２）ＩＣＴの進展等を踏まえ、県民ニーズ

に応えられる「環境情報の発信」や

「環境学習の提供」が求められている。

２ 環境研究センターに求められる役割の変化と今後果たすべき機能
（その２）



３ 環境研究センターの現状・課題・今後の方向性
（１）ハード（施設・設備等）

今後の方向性課題現状

• 施設の建替、設備
の更新

• 機能強化に対応し
た設備等の検討

• 庁舎、設備、機器、
執務室など、可能
な限り集約化

• 地震発生時に建物倒壊の危険性

• 付帯設備の老朽化により維持管理費が嵩み、機能も低下

• 雨漏り等による分析機器破損の危険性

• 付帯設備が重複配置され、維持管理や更新のコストが嵩む

• 共同作業や研究者間の円滑なコミュニケーションが難しい

• 分野横断的な調査研究など新たな取組への対応が困難

• 庁舎は築50年を経過し、
一部耐震性能が不足

• 付帯設備や分析機器等
も老朽化が著しい

• 施設が市原地区と稲毛
地区に分散

• 庁舎ごとに付帯設備や
分析機器を配置

老朽化 施設の建替え、設備更新 重複配置 設備の集約化 意見交換の場

イメージ

複数の分析機器を
集約し共同作業



３ 環境研究センターの現状・課題・今後の方向性
（２）ソフト（組織・体制・人材育成）

今後の方向性課題現状

• 限られた人員を、行政課題と密接に関わる業務に重点的に配置

• 分野横断的な体制を構築

• 調査・研究を効果的に推進するため、外部意見を取り入れる

• 論文等に対する職員へのインセンティブを検討

• 研究員のスキル向上や柔軟な思考力を養成

• 多様な人材の確保・活用に努める

• 他機関との人材交流を進める

• 研究員のエンゲージメント向上に努める

• 将来的に人員確保が
難しくなる

• 研究室相互の連携が
必要最低限に留まる

• 分野横断的な業務の
効率的な実施に課題

研究室ごとに
それぞれ業務
を実施

スキル向上 人材交流重点配置 分野横断的体制



３ 環境研究センターの現状・課題・今後の方向性
（２）ソフト（研究）

今後の方向性課題現状

• 単独で解明困難な研究は、共同研
究を中心とする

• 環境影響の把握や県の施策効果を
検証するための研究に重点化

• ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ等の先進的技術による
調査・解析等に挑戦

• 単独では、光化学オキシダントの発生
メカニズムなどの早期解明は困難

• 新たな知見を要する研究を県単独で行
う場合は、新たな分野の人材確保等が
必要

• 地盤沈下の調査・研究は、現状把握と、
限られた地域での解析に留まる

単独での研究に加え、
共同研究を実施

光化学オキシダント
水質汚濁

他の研究機関や大学等との共同研究
を積極的に推進

知見が少ない分野の共同研究は、国立環
境研究所以外の相手方を探すのが困難国立環境研究所と共

同研究を実施

• 他の研究機関や大学等との共同研
究を積極的に推進

• 他部局の研究機関等との連携を強
化

国立環境研究所との共同研究、気象デー
タ・熱中症リスク軽減に係る情報提供等
に留まる

地域気候変動適応セ
ンターの役割

県の重要課題

知見が少ない分野等

気候変動



３ 環境研究センターの現状・課題・今後の方向性
（２）ソフト（環境調査）

今後の方向性課題現状

• 執行体制の見直し

• 更なる効率化を進める

• 継続的な調査に多くのマンパワーが必要

• 同じ項目の分析を複数の研究室が別々に実施

• 担当研究員は全作業を担うことが多く、最重要
のデータ解析への注力が困難

大気汚染や水質汚
濁等が問題となっ
ている地域等の状
況を重点的に調査

各研究室共同で
成分分析を実施

ICTを活用した
データ解析

一部業務の外部
委託化



３ 環境研究センターの現状・課題・今後の方向性
（２）ソフト（技術支援）

今後の方向性課題現状

• 立入検査等での役割を
位置付ける

• 地域振興事務所や市町
村への支援を強化

大規模事業所への立入検査、違反発覚時
の緊急立入検査、災害・事故への対応等
では、環境研究センターの技術支援が有
効だが、役割が不明確

地域振興事務所や市町村が
実施する工場・事業場への
立入検査に同行

引き続き、庁内各課の施
策への支援を強化

支援が十分とはいえない事案あり
庁内各課が行う事業者指導
や各種調査への技術支援等
を実施

• 騒音等及び災害廃棄物
の業務における役割を
位置付ける

• 市町村への支援を強化

• 市町村職員の専門性や技術力の向上

• 公害苦情の事例が多様化

• 災害に備えた廃棄物処理への技術支援
が不十分

市町村へ騒音・振動・悪臭
などの測定等について技術
支援を実施



３ 環境研究センターの現状・課題・今後の方向性
（２）ソフト（研修、情報発信・環境学習）

今後の方向性課題現状

研修内容の充
実

機器の操作方法だけでなく、現場
の実体・実情を踏まえた研修が必
要

• 庁内各課が主催する技術研修において
講師派遣や会場を提供

• 各種測定機器の取扱いや立入検査時の
検体採取等の技術研修を実施

研修

情報発信を強
化

• 研究成果や事業内容等の情報発
信に留まる

• 気候変動は様々な分野に関わる
重要課題だが、取組が限定的

• 研究成果等を掲載した資料を県ホーム
ページで公表

• 「千葉県気候変動適応センター」とし
ての情報発信

情報発
信

環境学習の内
容を充実

県民への学習機会の創出が不十分
施設見学、学習用機材の貸出、学習動画
の配信、出前講座を実施

環境学
習

小・中学生向け、研究機関向け
など、段階分けした情報発信

体 験 し な が ら
学べる場の提供

研究データを大学や社会で広
く共有するオープンデータ化


